
将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業 平成 26 年度

（福祉保健局生活福祉部／一般会計） 平成 28 年度

【局評価】 【財務局評価】

どのような課題や問題点があったか 財務局として、成果や課題などについて、どう考えたか

根拠法令等

局として、事業をどうしていきたいか

28年度予算で、どのように対応したか

千円

千円 千円

千円 千円

事業評価票

95
事 業 開 始

事 業 終 了 予 定

１ どのような経緯で事業を始めたか、何を目指すのか ３ ５

○　福祉・介護の事業所は、小規模であるほど研修な
　ど職員育成が不十分で離職率が高い傾向にあった。

○　このため、平成25年度より、研修企画から講師確
　保、研修実施までを行い小規模事業所の職場研修を
　支援する福祉・介護人材キャリアパス支援事業を開
　始した。

○　また、研修企画はできるが講師確保ができない小
　・中規模事業所からも研修支援の要望があった。
　　そこで、小・中規模の事業所に対して講師派遣の
　みを行う事業として、26年度から将来に向けた人材
　育成・活用プロジェクト事業の中で、事業所に対す
　る育成支援事業を開始した。

○　福祉・介護人材キャリアパス支援事業と事業所に対
　する育成支援事業の事業目的が類似しており、事業者
　にとってどちらの事業を活用すべきか解りづらい状況
　となっている。

○　両事業とも事業所に対する研修メニューが特定のメ
　ニューに限られていたり、複数施設に対する合同研修
　への支援は対象にしないなど事業所の多様な研修ニー
　ズに対応しきれていない。

○　少子高齢化の進展により増大する福祉サービス需要
　に対応するため、福祉・介護人材を確保し、人材の定
　着・育成を図る仕組みを構築していく必要がある。

○　福祉・介護人材の定着・促進のためには、事業所職
　員のキャリアアップ及び資質向上の取組を推進してい
　くことが重要である。

将来に向けた人材育成･活用プロジェクト事業
実施要綱

２ どのように取り組み、どのような成果があったか ４

拡大・充実 見直し・再構築 移管・終了 その他【福祉・介護キャリアパス支援事業の実績】
○　研修の企画や講師確保ができない小規模事業所に
　対し、養成学校による研修企画や出前研修を実施し
　た。

【事業所に対する育成支援事業の実績】
○　研修の企画はできるが講師確保ができない小・中
　規模事業所に対し登録講師の派遣による出前研修を
　実施した。

○　福祉・介護人材キャリアパス支援事業を見直し、将
　来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業内の事業
  所に対する育成支援事業に統合し再構築することで、
  小・中規模模事業所における人材研修の支援を一本化
  するとともに、経費を見直し、事業の効率化を図る。

○　再構築にあたっては、事業所のニーズに応えるた
　め、多様な研修を提供できるよう様々な分野の研修講
　師を開拓するとともに、複数施設に対する合同研修へ
　の支援についても支援対象とし、事業所の人材育成を
　促進する。

６

拡大・充実

千円

27年度予算額 44,621 27年度予算額

見直し・再構築 移管・終了 その他

○　事業の趣旨が類似している二事業を統合・再構築す
　ることで、経費の縮減を図るとともに、事業者にとっ
　ても利用しやすく、より効果的な事業となっているこ
　とから、局案のとおり計上する。

歳
入

26年度決算額 14,165 
歳
出

26年度決算額 92,879 

28年度見積額 64,956 28年度見積額 95,579 千円 28年度予算額 95,579 

118,310 千円 歳入 28年度予算額 64,956 

歳出

区　　　分 25年度 26年度

協力養成施設 ９校 11校

提供可能なﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ数 42ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 51ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

申込事業所数 226か所 382か所

研修実施事業所数 112か所 217か所

区　　　分 26年度

登録講師数 16名

申込件数 135件

講師派遣数 107件


	人材育成（生活）

